
  

１ 歳入決算について 

（１）自主財源，依存財源等 ～自主財源は3年ぶりに増加，依存財源は減少～ 

   自主財源は，市税が33億85百万円の増加となったことなどから3年ぶりに増加した。一方，依

存財源は，投資的経費の抑制によって国庫支出金が減少したことなどにより，前年度を下回る決

算額となった。 

   市債については，地方交付税の代替財源である臨時財政対策債が増加した一方で，将来の財政運

営にとって過度の負担とならないよう，市債発行額の抑制に努めたことなどから，前年度を大幅

に下回る決算額となった。 

 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

市 税

使用料・手数料
諸収入その他

国・府支出金

地方交付税

府税交付金

地方譲与税その他
市 債

平成23年度一般会計歳入決算の内訳

歳入決算額

7,535億94百万円

2,486億20百万円
（33.0％）

1,676億91百万円

（22.2％）

1,412億37百万円
（18.7％）

639億94百万円
（8.5％）

825億81百万円
（11.0％）

202億47百万円（2.7％）

226億14百万円
（3.0％）

自主財源（57.9％）

66億10百万円
（0.9％）

構成比 構成比 伸び率
億 百万円 億 百万円 ％ 億 百万円 ％ 億 百万円 ％

4,341 41 4,318 66 56.0 4,365 58 57.9 46 92 1.1 

市 税 2,524 55 2,452 35 31.8 2,486 20 33.0 33 85 1.4 

使 用 料 及 び 手 数 料 213 55 206 29 2.7 202 47 2.7 △ 3 82 △1.8 

諸 収 入 そ の 他 1,603 31 1,660 02 21.5 1,676 91 22.2 16 89 1.0 

2,213 86 2,415 76 31.3 2,344 55 31.1 △ 71 21 △2.9 

国 庫 支出 金 ・ 府支 出 金 1,244 05 1,461 41 18.9 1,412 37 18.7 △ 49 04 △3.4 

地 方 交 付 税 663 62 653 97 8.5 639 94 8.5 △ 14 03 △2.1 

府 税 交 付 金 230 50 230 45 3.0 226 14 3.0 △ 4 31 △1.9 

地 方 譲 与 税 そ の 他 75 69 69 93 0.9 66 10 0.9 △ 3 83 △5.5 

784 80 979 89 12.7 825 81 11.0 △ 154 08 △15.7 

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 214 83 393 72 5.1 409 34 5.4 15 62 4.0 

う ち 減 収 補 て ん 債 77 54 12 00 0.2 - - △ 12 00 皆減 

う ち 退 職 手 当 債 54 56 56 37 0.7 55 02 0.8 △ 1 35 △2.4 

そ の 他 の 市 債 437 87 517 80 6.7 361 45 4.8 △ 156 35 △30.2 

7,340 07 7,714 31 100.0 7,535 94 100.0 △ 178 37 △2.3 

（注）数値が0の場合は「-」としている。

21年度 22年度 23年度

決 算 額 決 算 額 決 算 額 増 減 額

市 の 自 主 財 源

内
　
訳

国 ・ 府 に 依 存 す る 財 源

内
　
　
訳

市 債

項　　　　　　目

合　　　　　　計



  

（２）市税収入 ～３年ぶりの増加～ 

   市税収入については，市民税法人分が堅調に推移し21億31百万円増加したことや，22年10月

から実施された税制改正に伴うたばこ税率の引上げにより，市たばこ税が 11 億 71 百万円増加し

たことなどから，市税全体では，前年度の 2,452 億 35 百万円から，33 億 85 百万円，1.4%増の

2,486億20百万円となり，3年ぶりに増加した。 

   また，市税の徴収率については，依然として厳しい経済状況の中にあって，区役所・支所と行財

政局が一丸となって，市税の徴収に取り組んだ結果，前年度を 0.2 ポイント上回り，京都市滞納

市税特別対策本部を設置した平成 7 年度以降の過去最高徴収率に並び，97.2%とすることができた。

これは，京都市滞納市税特別対策本部設置前の平成 6 年度徴収率 91.9%から 5.3 ポイント増で，  

1年間でみた場合の増収効果は約130億円となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民税個人分

市民税法人分
固定資産税

都市計画税

事業所税
市たばこ税その他

平成23年度市税決算の内訳

763億67百万円

284億85百万円
1,028億20百万円

228億28百万円

68億85百万円
112億35百万円

市民税

1,048億52百万円

市税決算額

2,486億20百万円

伸び率 伸び率 伸び率
億 百万円 ％ 億 百万円 億 百万円 ％ 億 百万円 億 百万円 ％

2,524 55 △5.2 2,452 35 △ 72 20 △2.9 2,486 20 33 85 1.4 

1,126 31 △10.9 1,040 65 △ 85 66 △7.6 1,048 52 7 87 0.8 

個 人 分 834 69 △0.1 777 11 △ 57 58 △6.9 763 67 △ 13 44 △1.7 

法 人 分 291 62 △32.0 263 54 △ 28 08 △9.6 284 85 21 31 8.1 

1,006 96 0.4 1,016 39 9 43 0.9 1,028 20 11 81 1.2 

224 68 0.3 227 11 2 43 1.1 228 28 1 17 0.5 

69 11 0.5 68 31 △ 80 △1.2 68 85 54 0.8 

3 著増 2 △ 1 △27.7 - △ 2 皆減 

12 12 1.6 12 14 2 0.1 12 26 12 1.1 

85 34 △7.1 87 73 2 39 2.8 99 44 11 71 13.3 

65 65 皆増 

（注）入湯税は，平成23年4月1日から導入している。

内
訳

市 民 税

市 税 合 計

22年度 23年度

決 算 額決 算 額 決 算 額増 減 額

97.0% 97.2%

増 減 額
項　　　　目

固 定 資 産 税

軽 自 動 車 税

市 た ば こ 税

21年度

入 湯 税

税
 
目
 
別
 
内
 
訳

都 市 計 画 税

事 業 所 税

特 別 土 地 保 有 税

市 税 徴 収 率 97.0%


